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家庭暴力防治法  
                中華民国 87 年（1998 年）6 月 24 日 総統公布  
 
第 1 章 通則  
 
第 1 条  
この法律は ,家庭の平和の促進 ,家庭暴力の防止及び被害者権益の保障を図ることを目的 

とする。  
第 2 条  
 この法律において「家庭暴力」とは ,家族成員の間において身体又は精神に不法な侵害を  
与える行為をいう。  
 この法律において「家庭暴力罪」とは ,家族成員の間における故意の家庭暴力によって ,他  
の法律に定める罪を犯すことをいう。  
 この法律において「騒擾行為」とは ,すべての迷惑 ,恐喝 ,他人を軽蔑又は侮辱する言動 ,若  
しくは他人に恐怖を与えることをいう。  
第 3 条  
 この法律において「家族成員」とは ,次に掲げる各人員及びその未成年の子をいう。  
①配偶者又は前配偶者。  
②現在又は以前に事実上の夫婦の関係を有する者 ,家長尊属又は家族の関係を有する者。  
③現在又は以前に直系血族又は直系姻族である者。  
④現在又は以前に四親等内の傍系血族又は傍系姻族である者。  
第 4 条  
 この法律において「主管機関」とは中央において ,内政部家庭暴力防治委員会 ,省（市）にお  
いて ,省（市）政府 ,県（市）において ,県（市）政府を指す。  
第 5 条  
 内政部は家庭暴力防治委員会を設置しなければならない。その職掌は ,次に掲げる各号で  
ある。  
①家庭暴力防止に関する法規及び政策を検討・立案すること。  
②家庭暴力防止事項を実施する関連機関の協議監督 ,考査をすること。  
③家庭暴力防止機構のサービスを向上させること。  
④国民に家庭暴力防止教育を行うこと。  
⑤被害者保護計画及び加害者処遇計画を調整すること。  
⑥行政及び民間の家庭暴力処理手続及び家庭暴力防止教育推進に協力すること。  
⑦家庭暴力に関する資料を作成し ,それを裁判官 ,検察官 ,警察官 ,医療関係者及びその他の政  
府機関の参考のため提供すること ,又 ,被害者の身分について秘密を保持すること。  
⑧地方政府の家庭暴力防止業務の普及に協力し ,指導及び補助すること。  
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 前項第 7 号の資料の整備 ,管理及び使用方法については ,中央政府主管機関が別に定めるこ  
ととする。  
第 6 条  
 家庭暴力防治委員会の主任委員は内政部長をもって充てることとする。民間団体代表 ,学  
者 ,専門家の比率は ,委員総数の二分の一以下であってはならない。  
 家庭暴力防治委員会は専門の担当者を配置し家庭暴力に関する業務の処理を行わなけれ  
ばならない。その組織規程は ,中央機関が定めることとする。  
第 7 条  
 各地方政府は ,家庭暴力防治委員会を設置しなければならない。その職掌は ,次に掲げる名  
事項である。  
①家庭暴力防止の法規及び政策を研究し且つ立案すること。  
②関連機関の家庭暴力防止事項の執行について ,これを調整 ,監督 ,考査すること。  
③家庭暴力防止に関わる機構のサービスを向上させること。  
④国民に家庭暴力防止教育を行うこと。  
⑤被害者保護計画及び加害者処遇計画を調整すること。  
⑥行政及び民間の家庭暴力処理手続及び家庭暴力防止教育の整備に協力すること。  
⑦家庭暴力に関する資料を作成し ,裁判官 ,検察官 ,警察官 ,医療関係者及びその他の政府機関  
の参考のため提供し ,また被害者の身分について秘密を保持すること。  
 前項の家庭暴力防治委員会の組織規程は ,地方政府が定めることとする。  
第 8 条  
 各地方政府は家庭暴力防止センターを設置し ,警察 ,教育 ,衛生 ,社会福祉 ,戸籍 ,司法などの  
関連機関と共同で次に掲げる各事項を行い ,被害者権益を保護し ,家庭暴力事件の発生を防  
止する。  
①専用ダイヤル 24 時間電話サービス。  
②被害者にカウンセリング ,職業指導、住宅援助 ,一時保護及び法律扶助を推供すること。  
③被害者に 24 時問緊急救援活動を提供すること ,被害者の診療を援助し ,また被害の証拠を  
収集すること。  
④加害者の追跡指導を仲介すること。  
⑤被害者及び加害者の心身の治療を仲介すること。  
⑥各種教育 ,訓練及び宣伝を普及すること。  
⑦その他の家庭暴力防止に関連する措置を行うこと。  
 前項に掲げる救援センターは ,独白に又は性侵害防止センターと合併して設立することが  
できる。同センターにはソーシャルワーカー ,警察 ,医療 ,及びその他の専門家を配置しなけれ  
ばならない。その組織規程は ,地方主管機関が定めることとする。  
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第 2 章 民事保護命令  
 
第 9 条  
 保護命令は，「通常保護命令」及び「一時保護命令」とする。  
被害者 ,検察官 ,警察機関又は直轄市 ,県（市）主管機関は裁判所に保護命令を請求すること  

ができる。  
被害者が未成年 ,心身の障害を有する者又は代理人を委任することが困難な事情がある場  
合は ,その法定代理人 ,三親等内の血族又は姻族が裁判所に保護命令を請求することができ  
る。  
第 10 条  
保護命令の申立ては ,被害者の住居 ,相手方の住居又は家庭暴力が発生した地の裁判所の  

管轄とする。  
第 11 条  
保護命令の申立ては ,書面でしなければならない。但し ,被害者に家庭暴力危害を与えられ  

る虞があり ,且つその危害が切迫した場含は ,検察官 ,警察機関又は直轄市 ,県（市）主管機関は，
口頭 ,ファクシミリ又はその他の送信方法によって保護命令を申し立てることができる。な  
お ,夜間又は休日でも保護命令を申し立てることができる。  
 前項の申立てには ,申立人又は被害者の住居を記載せず ,送達先のみ記載する。  
裁判所は ,管轄地を定めるために ,被害者の住居所を調査することができる。申立人又は被  
害者が被害者の住居所を秘密にすることを要求する場合は ,裁判所は ,秘密方式で尋問を行  
わなければならない。尋問の記録及び関連資料等の書類は密封し ,その閲覧を禁止する。  
第 12 条  
 保護命令事件は非公開とする。  
裁判所は職権によって証拠を調べることができる。必要な場合は ,個別尋問を行うことが  
できる。  
裁判所は審理を終結する前に ,直轄市 ,県（市）主管機関又は社会福祉機関の意見を聴取しな  

ければならない。  
 保護命令事件は ,調停又は和解手続を行うことができない。  
 裁判所は、当事考がほかの事件の捜査又は訴訟に係属していることを理由にして ,保護命  
令を発することを遅延させることができない。  
第 13 条  
 裁判所は「通常保護命令」の申立てを受理した後 ,申立てが違法である場合直ちにこれを  
却下する場合を除き ,速やかに審理手続を行わなければならない。  
 裁判所は審理を終結した後 ,家庭暴力の事実があり ,かつ必要と認める場合は ,請求又は職  
権によって ,次に掲げる各項の「通常保護命令」を発する。  
①相手方に ,被害者又はその特定の家族成員に対する家庭暴力を禁止すること。  
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②相手方に ,直接又は間接に被害者に対する騒擾行為 ,電話 ,通信又はその他の必要がない連  
絡行為を行うことを禁止すること。  
③相手方に ,被害者の住居からの転出を命令すること。なお ,必要と認める場合は ,相手方に当  
該不動産の処分又はその他の仮処分を禁止すること。  
④相手方に対して ,次に掲げる「特定の場所」に近づかないように命令すること。被害者の  
住居 ,学校 ,職場 ,又はその他の被害者若しくはその特定の家族成員が常に出入りする場所。  
⑤自動車 ,バイク及びその他の個人生活上 ,職業上又は教育上の必要品の使用権を定めるこ  
と ,必要な場合は ,その交付を命令すること。  
⑥未成年の子に対する権利義務の行使又は負担は ,当事者の一方又は双方によって ,一時的  
に共同でその行使又は負担の内容及び方法を行うことを定める。必要と認める場合には ,子  
を引き渡すことを命令すること。  
⑦相手方とその未成年の子の面会及び交流方法を定めること。必要な場合は ,その面会交流  
を禁止すること。  
⑧相手方に ,被害者の住居の家賃又は被害者及びその未成年の子に対する養育費の給付を命  
令すること。  
⑨相手方に ,被害者又は特定の家族成員の医療 ,ケア ,シェルター又は財物の損害などに支出  
した費用の交付を命令すること。  
⑩相手方に以下に掲げる加害者の処遇計画を命令すること :薬物治療 ,精神治療 ,カウンセリ  
ング又はその他の治療 ,補導。  
⑨加害者に相当な弁護士費用の負担を命令すること。、  
⑩その他の被害者又はその特定の家族成員を保護するための必要な措置を命令すること。  
第 14 条  
 「通常保護命令」の有効期間は１年以下とし ,発令時から有効とする。  
「通常保護命令」が失効する前に ,当事者及び被害者は裁判所にその取消し ,変更又は延長を  
請求することができる。延長期間は ,1 年以下とし ,延長回数は ,1 回に限るものとする。  
 「通常保護命令」に定める命令は ,満期となる前に裁判所のほかの判決が確定した場合は ,そ  
の効力は失われる。  
第 15 条  
 裁判所は被害者を保護するため ,審理手続を経ず又は審理を終結する前に ,申立てによっ  
て「一時保護命令」を発することができる。  
 裁判所は「一時保護命令」を発する場合は ,申立て又は職権によって第 13 条第２項第１  
号から第６号まで及び第 12 号の命令を発する。  
 裁判所は第 11 条第１項但書の「一時保護命令」の申立てを受理した後 ,警察官が法廷に出  
頭し又は電話で家庭暴力の事実を陳述することによって ,被害者が家庭暴力を受ける虞があ  
り ,かつ事態が緊急であると認める場合は ,正当な理由のある場合を除き ,4 時間以内に書面  
で「一時保護命令」を発しなければならない。この命令はファクシミリ又はその他科学設  
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備で警察機関に送信することができる。  
 申立人は「通常保護命令」を請求する前に「一時保護命令」を請求することとし ,これを  
裁判所が発することを認めた場合は ,通常保護命令を請求したものと見なす。  
  「一時保護命令」は発令の時から有効とし ,裁判所が審理を終結し「通常保護命令」を発  
布した場合若しくは申立てを撤回した場合はその効力を失う。  
  「一時保護命令」の失効の前に ,裁判所は当事者及び被害者の申立て又は職権によってこ  
れを取り消し又は変更することができる。  
第 16 条  
 相手方に被害者の住居から退去すること又は被害者から離れることを命令する保護命令  
は ,加害者が退去せず又は離れないことに被害者が同意したときもその効力を失わない。  
第 17 条  
 第 15 条第３項の情況を除き ,保護命令は発令後 24 時間以内に当事者 ,被害者 ,警察機関及  
び県（市）主管機関に送達しなければならない。  
 直轄市 ,県（市）主管機関は各裁判所が発した保護命令を登録しなければならず ,これを常に  
裁判所 ,警察機関及びその他政府機関の閲覧に供する。  
第 18 条  
 裁判所は ,被害者又は証人が出頭する際に安全な環境および設備を提供しなければならな  
い。  
第 19 条  
 保護命令の規定に対しては ,特別規定のあるときを除き ,抗告することができる。  
 保護命令の手続は ,本章において別に規定するときを除き ,非訟事件法に関する規定を準  
用することとする。非訟事件法に規定がない場合は ,民事訴訟法に関する規定を準用するこ  
ととする。  
第 20 条  
 保護命令の施行は ,警察機関が行う。但し ,金銭給付の保護命令はこれを執行名義として，裁
判 所 に 強 制 執 行 を 請 求 す る こ と が で き る 。  
 警察機関は ,保護命令により ,被害者が被害者又は相手方の住居における安全を保護し ,被  
害者が住居 ,自動車・バイク又はその他の個人生活上 ,職業上又は教育上の必要な品を安全に  
占有することを確保する。  
 当事者又は利害関係を有する者は ,警察機関が執行する保護命令の内容に異議がある場合  
は ,保護命令が失効する前に ,保護命令を発した裁判所に異議の申立てを行うことができる。  
 異議の申立てを行う手続に関しては ,強制執行法の規定を準用する。  
第 21 条  
 外国裁判所の家庭暴力に関する保護命令は、申立てによって中華民国裁判所の認定を裁定  
してから ,それを執行することができる。  
 当事者が ,裁判所の認定があった外国裁判所の家庭暴力に関する保護命令を請求した場合，  
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民事訴訟法第 402 条第 1 号から第 3 号に定める状況の一に該当する場合は ,裁判所はその請  
求を却下しなければならない。  
外国戴判所の家庭暴力に関する保護命令は ,それを発する他国は中華民国裁判所の保護命  

令を認めない場合は ,裁判所はその申立てを却下することができる。  
 
第 3 章  刑事手続  
 
第 22 条  
警察官は ,家庭暴力罪又は保護命令違反の '現行犯を発見したときは ,直ちに逮捕しなけれ  

ばならない。このときは刑事訴訟法第 92 条により処理する。  
現行犯でない場合は ,警察官は ,その者が家庭暴力罪を犯した疑いが重大であり ,かつ ,家族  

成員の生命 ,身体又は自由を継続的に侵害する虞があり ,かつ刑事訴訟法で定める令状によ  
らない逮捕要件を充す場合は ,令状がなくして直ちに逮捕することができる。被疑者を逮捕  
した後 ,できる限り速やかに検察官に逮捕状を発することを求めなければならない。検察官  
が逮捕状を発しない場合は ,直ちにその者を釈放しなければならない。  
第 23 条  
家庭暴力罪を犯し又は保護命令罪に違反した被告人は ,検察官又は裁判官の尋問を受けた  

後 ,勾留される必要がないと判断され ,保釈 ,住居の制限又は釈放を言い渡されたときは ,次に  
掲げる各号の一又は数号の条件に付し ,これを遵守しなければならない。  
①家庭暴力行為を禁止すること。  
②被害者の住居からの転出。  
③被害者に対する直接又は間接の騒擾行為 ,電話等の接触行為又はその他連絡行為の禁止。  
④その他の被害者の安全を保護するための措置。  
検察官又は裁判所は当事者の申立て又は職権により前項に定める条件を取り消し ,又はこ  

れを変更することができる。  
第 24 条  
被告は ,検察で一又は裁判所が前条の第 1 項の規定に付する条件に違反した場合は ,検察  

官又は裁判所は原処分を取り消し ,ほかに適当な処分を与える。保証金を納付した場合は ,そ  
れを没収することができる。前項の場合 ,取調べ中に ,検察官は裁判所に加害者の勾留を請求  
することができる。公判中に、裁判所は勾留を命令することができる。  
第 25 条  
第 23 条 ,第 24 条第 1 項の規定は､勾留中の被缶人に対して ,裁判所が勾留執行停止命令の  

決定をした場合 ,これを準用する。  
勾留執行停止をされた被告人が ,裁判所が前項規定によって付する釈放の条件に違反した  

場合は ,裁判所は勾留の必要があると認めるときは ,その再執行を命令することができる。  
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第 26 条  
検察官又は裁判所は ,第 23 条第 1 項及び前条第 1 項により付する条件の処分又は裁定を  

する場合は ,書面でこれをしなければならない。これは被告及び被害者に送達する。  
第 27 条  
警察官は ,被告人が第 23 条第 1 項、第 25 条第 1 項の規定により検察官又は裁判所が付す  

る条件に違反したことを発見した場合は ,直ちに検察官又は裁判所に報告しなければならな  
い。第 22 条の規定は本条にこれを準用する。  
第 28 条  
家庭暴力罪及び保護命令違反罪の告訴は ,代理人を委任して行うことができる。但し ,検察  

官又は裁判所が必要と認めるときは ,本人の出頭を命令することができる。  
知的障害者又は 16 歳以下の被害者に対する尋問又は質問は ,申立て又は職権により法廷  

外で行い ,又は適当な隔離装置を用いること。被害者が本項の情況に従って述べた陳述は証  
拠として用いることができる。  
第 29 条  
家庭暴力罪又は保護命令違反罪についての起訴状 ,不起訴処分書 ,裁定書又は判決書は被  

害者に送達しなければならない。  
第 30 条  
家庭暴力罪を犯し又は保護命令に違反して刑の執行猶予の宣告を言い渡された者は ,執行  

猶予期間中保護観察に付する。  
裁判所は ,前項の刑の執行猶予を宣告する際 ,被告人に執行猶予付き保護観察期間中に次  

に掲げる各号の事項の遵守を命令することができる。  
①家庭暴力行為の禁止。  
②被害者の住居からの転出。  
③被害者に対する直接又は間接の嫌がらせ ,接触 ,電話又はその他の連絡行為の禁止。  
④加害者処遇計画を受けることを命令する :薬物治療 ,精神治療 ,カウンセリング又はその他  
の治療 ,指導。  
⑤その他の被害者又はその特定の家族成員の安全を保護すること ,又は更生保護に関する事  
項。  
裁判所は ,第 1 項の刑の執行猶予の宣告を言い渡す際は ,直ちに被害者若しくはその居住地  

区の警察機関に知らせなければならない。  
 保護観察を受ける被告人が ,第 2 項の保護観察事項に違反し ,かつその情状が重大である場  
合は ,刑の執行猶予を取り消すこととする。  
第 31 条  
前条の規定について ,受刑者を仮出獄保護観察に付する定めを準用する。  

第 32 条  
検察官又は裁判所は、第 23 条第 1 項 ,第 25 条第 1 項 ,第 30 条第 2 項又は前条の規定に付  
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する条件により ,司法警察員を指揮し執行する事ができる。  
第 33 条  
政府機関は ,家庭暴力罪又は保護命令違反罪の受刑者処遇計画を制定しかつそれを執行し  

なければならない。  
前項の計画を定立及び執行する人員は ,家庭暴力予防教育及び訓練を受けなければならな  

い。  
第 34 条  
刑務所長官は ,家庭暴力罪又は保護令罪違反した受刑者の (刑務所 )出所日又は受刑者が逃  

走した事実を被害者に知らせなければならない。但し ,被害者の所在が不明である場合は ,こ  
の限りでない。  
 
第 4 章  父母子と和解調停手続  
 
第 35 条  
裁判所は ,法律に従って ,未成年の子の権利義務を行使する者あるいは負担する者を定め  

るとき ,あるいは変更するときは ,家庭暴力を起こした者 ,暴力をふるうおそれのある者が ,子  
の権利義務を行使し負担することが ,子の利益にならないと判断することができる。  
第 36 条  
蔀判所は ,法により未成年子女のために権利義務の行使又それを負う者を選任又は改めた  

後又は面会方法に関する審判を下した後に家庭暴力が発生した場合は ,裁判所が子の最善の  
利益を前提として被害者 ,未成年の子 ,主管機関 ,社会福祉機関又は利害関係人の申立てによ  
って権利義務の行使又は負担する者を変更する。  
第 37 条  
裁判所は法により家庭暴力加害者がその未成年の子と面会 ,交流することを許可する場合  

は ,関連子女及び被害者の安全を斟酌し ,下に掲げる各号の命令をしなければならない。  
①特定かつ安全な場所に子を引き渡すことを命令する。  
②第三者又は機関団体が面会交流を監督することを命令し ,且つ面会交流する際に加害者が  
遵守すべき事項を定めること。  
③面会を条件として加害者に加害者処遇計画又はその他特別に定める指導をすることを命  
令する。  
④加害者に面会の費用を負担することを命令する。  
⑤宿泊を伴う面会を禁止する。  
⑥加害者に定刻通りかつ安全に子を引き渡すことを証明する保証金を納付することを命令  
する。  
⑦その他の子 ,被害者又はその他の家族成員の安全を保護する条件。  
裁判所は前項の命令に違反した場合 ,又は面会を許した場合は ,被害者又はその子の安全  
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を確保することができない場合は ,申立て又は職権によってその面会を禁止することができ  
る。前項の第 6 号の命令に違反した場合は ,保証金を没取することができる。  

裁判所は ,必要な場合は ,関連機関又は人員に被害者又はその子の住居に関して秘密を保 
持することを命令する。  
第 38 条  
各直轄市及び県 (市 )政府は未成年子面会センターを設置し ,又はその設置を委託しなけれ  

ばならない。  
前項の面会センターは ,家庭暴力安全及び防御訓練を受けた人員を配しなければならない。  

その設置方法及び面会の監督及び子の引き渡し手続は ,各直轄市及び県 (市 )主管機関が別に  
定めることとする。  
第 39 条  
裁判所は訴訟又は調停手続中に家庭暴力があることを認める場合は和解又は調停を行う  

ことができない。但し次に揚げる各情況の一に当たる場合は ,この限りでない。  
①和解又は調停を行う者は家庭暴力防止の訓練を受けた者が ,且つ被害者の安全を確保する  
方法として和解又は調停を行うこと。  
②被害者が補助人を選任し和解又は調停に参加すること。  
③その他の和解又は調停を行う者は被害者が加害者からの脅迫を受けない事ができること  
を認める手続。  
 
第 5 章  予防と治療  
 
第 40 条  
警察は家庭暴力事件を処理する際に ,必要な場合は次に掲げる方法をとって ,被害者を保  

護し家庭暴力の発生を防止する。  
①裁判所が第 15 条第 3 項の｢一時保護命令｣を発する前に ,被害者の安全をその住居におい  
て守ること ,又はその他の被害者及びその家族成員を保護するため必要且つ安全な方法をと  
ること。  
②被害者及びその子女をシェルター又は医療機関まで安全に送り届けること。  
③被害者を被害者又は加害者の住居にまで安全に送り届け ,被害者が保護命令に定める個人  
生活上 ,職業上又は教育上の必要な品を安全に占有することを確保すること。  
④被害者に権利 ,救済方法及び ,福祉サービスを行使することができることを告知すること。  
警察は ,家庭暴力事件を処理する際 ,書面による記録を作らなければならない ,その構成は , 

中 央 警 政 機 関 が 定 め る こ と と す る 。  
第 41 条  
医療 ,ソーシャルワーカー ,カウンセラー ,教育 ,保育 ,警察及びその他家庭暴力防止にあたる  

人員は ,職務を執行する際に家庭暴力犯罪の嫌疑者がいることを知った場合は ,現地の主管  
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機関に通報しなければならない。  
前項の通報者の身分 ,資料の秘密は保持しなければならない。  
主管機関は通報を受理した後 ,必要なときには ,自ら又はその他の機関又は家庭暴力防止  

に関する機関に委託し ,訪問 ,調査を行う。  
主管機関又は委託を受けた機関 ,機構又は団体は ,訪問 ,調査を行うときに ,警察 ,医療 ,学校  

又はその他関連ある機関又は機構の協力を求める。請求を受けた機関又は機構はそれに協  
力しなければならない。  
第 42 条  
病院 ,診療所は ,家庭暴力の被害者に対して ,正当な理由なくその診療及び身体診断書の作  

成を断ることができない。  
第 43 条  
衛生主管機関は ,家庭暴力防止に関する衛生教育の宣伝計画を定立し及びそれを普及させ  

なければならない。  
第 44 条  
直轄市及び県 (市 )政府は ,家庭暴力被害者に関する権益 ,救済及びサービスについての資料  

を制作し ,それを被害者に閲覧させ ,又は医師医療機構及び警察機関が使用するために提供  
する。  
医師は ,医療業務を執行する際に ,該当患者が家庭暴力の被害者であることを知った場合  

は ,前項の資料を患者に交付しなければならない。  
第 1 項の資料にシェルターの住所を記載しないこと､。  

第 45 条  
中央衛生主管機関は ,家庭暴力加害者処遇計画規範を定立する。その内容は ,次に掲げる各  

事項を含む。  
①処遇計画を評定する規準。  
②司法機関 ,家庭暴力被害者保護計画を執行する機関 (機構 )と加害者処遇計画を執行する機  
関(機構)の問の連携及び評価制度。  
③執行機関の資格。  
第 46 条  
加害者処遇計画の執行機関は ,次に掲げる各項を行うことができる。  

①加害が処遇を受けていることを被害者及びその弁護人に告知すること。  
②加害者がその他の機構で受ける処遇に関する資料を調査すること。  
③加害者の資料を司法機関 ,刑務所刑務委員会 ,家庭暴力防治センター及びその他の該当機  
関に告知すること。  
加害者処遇計画を執行する機関 (機構 )は ,加害者の恐喝 ,暴行 ,計画を守らない等の行為を  

該当機関に通知しなければならない。  
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第 47 条  
直轄市 ,県 (市 )政府は ,医療機構及び戸籍機関に家庭暴力防止に関する資料を提供しなけれ  

ばならない。これは医療機構及び戸籍機関が新生児の父母 ,未成年老の入院患者の父母 ,結婚  
登記を登録する新婚夫婦及び出生登記を登録する人のために提供する。  
前項の資料の内容には ,家庭暴力が子及び家庭に対する影響及び家庭暴力防止に関するサ  

ービスなどの事項が含まれていなければならない。  
第 48 条  
社会行政主管機関は ,ソーシャルワーカー及び保育職に家庭暴力防止に関する在職教育を  

行わなければならない。  
警察主管機関は ,警察人員に家庭暴力防止に関する在職教育を行わなければならない。  
司法法院及び法務部は関連司法に家庭暴力の防止に関する在職教育を行わなければなら  

ない。  
衛生主管機関は ,関連医療団体が医療人員に家庭暴力の防止に関する在職教育を行うよう  

指導し又は促さなければならない。  
教育主管機関は ,学校の指導 ,行政 ,教師及び学生に家庭暴力の防止に関する在職教育及び  

学校教育を行わなければならない。  
第 49 条  
各小、中学校に各学年ごとに家庭暴力の予防に関する課程を設けなければならない。  

 
第 6 章  罰則  
第 50 条  
第 13 条 ,第 15 条に規定した以下の命令に違反した者は ,保護命令違反罪として ,3 年以下の  

有期懲役 ,または拘留 ,もしくは新台湾元 10 万元以下の罰金を併科することができる。  
①家庭暴力を行うことの禁止。  
②直接あるいは間接の騒擾 ,接触 ,電話あるいはその他の連絡行為の禁止。  
③住居の転出命令。  
④住居 ,勤務先 ,学校あるいは特定の場所からの隔離。  
⑤加害者処遇プログラムの達成 :中毒治療 ,精神治糠 ,カウンセリング ,あるいはその他の治療  
および指導等。  
第 51 条  
第 41 条第 1 項の規定に違反した者は ,新台湾元 6 千元以上 3 万元以下の罰金に処す。但  

し ,医療機関に属する者は ,被害者の身休的緊急危機を回避するために行った場合にやむを  
えず違反した場含にはこれを罰しない。  
第 42 条の規定に違反したときは ,これを新台湾元 6 千以上 3 万元以下の罰金に処す。  

第 52 条  
警察機関が執行する保護命令および家庭暴力事件を処理する方法は ,中央主管機関が定め  
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る。  
第 53 条  
本法の施行細則は ,中央主管機構が定める。  

第 54 条  
本法は公布の日より施行する。  
第 2 章ないし第 4 章及び第 5 章第 40 条 ,第 41 条 ,第 6 章の規定は公布の 1 年後に施行す  

る。  
 

(出典 : 戒能民江編「ドメスティック・バイオレンス防止法」尚学社)
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         家庭暴力加害者の処遇計画に関する規範(仮訳) 

 
 第 1 章 総則  
1 本規範は、家庭暴力防止法(以下「本法」という｡)第 45 条の規定により定める。  
2 本規範において処遇計画とは、下記の治療あるいは療法をいう。  
一 嗜癖治療  
二 精神治療  
三 心理療法  
四 その他の治療及び療法  

  前第四号の治療及び療法には、認知教育療法を含む。  
3 本規範において処遇計画執行機構(以下「執行機構」という｡)とは、下記の機構をい  
一 中央衛生主管機関による病院評価に合格した医療センター､広域病院､精神科病院、  
精神科の病棟を有する地区病院  

二 直轄市、県(市)心理衛生センター(以下「心理衛生センター」という｡) 
三 直轄市、県(市)政府が指定する相当の機構、団体あるいは専門家(以下「「指定の  
執行機関」という｡」  

4 中央衛生主管機関による病院評価に合格した医療センター、広域病院、精神科病院、  
精神科の病棟を有する地区病院は、下記の処遇計画を実施することができる。  
一 嗜癖治療  
二 精神治療  
三 心理療法  
四 その他の治療及び療法  

5 心理衛生センター及び指定の執行機構は、下記の処遇計画を実施することができる。  
一 心理療法  
二 その他の治療及び療法  

6 加害者処遇計画の心理療法あるいはその他の療法を実施する執行機構は、指定の執行  
機構を除くほか、必要なときは、相当の機構、団体あるいは専門家に委託することがで  
きる。  

7 加害者処遇計画の内容は、下記を標準として参酌し、これを決定することができる。  
一 アルコール中毒あるいは薬物乱用の行為者である対象者  
二 精神病に罹患し、あるいは精神病の罹患が疑われる対象者  
三 被害者に対して習慣的に暴力を振るう対象者  
四 被害者に対して重大な暴力を振るう対象者  
第二章 対象者の鑑定  

8 直轄市、県(市)の家庭暴力防止センター(以下「防止センター」という｡)が編成す  
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る対象者の鑑定班は、裁判所の嘱託により、対象者に処遇計画を施す必要性の有無を鑑  
定する。  
前項の鑑定班は、下記の人員構成による。  

一 精神科の専門医  
ニ セラピスト  
三 ソーシヤルワーカー、少年調査官、少年保護官あるいは観護人  
第一項の鑑定は、地方政府が編成する予算で、これを弁じるものとする。  

9 防止センターは、裁判所の嘱託鑑定に対し、鑑定班の構成員として一人から三人を指  
定するものとし、下記の資料を点検し、その資料が揃わない者については、裁判所ある  
いは相当の機関に提供を求めるものとする。  
一 民事保護令の請求書の写し  
二 警察機関が処理した家庭暴力案件の調査記録の写し  
三 警察機関が処理した過程暴力案件の現場報告の写し  
四 防止センターに訪れて相談した記録の写し  
五 被害者の受傷した診断証明書あるいは受傷カルテの写し  
六 判決書(執行猶予者あるいは仮釈放者) 
七 危険性評価カード  
八 対象者の前科資料(無前科者は提出不用) 
九 その他関係資料  

10 対象者が指定期日に鑑定を受けなかったときは、防止センターはただちに嘱託裁判所  
 に通知するものとする。  
11 鑑定人は、対象者の心身の状況により、その精神異常、アルコール中毒、薬物乱用、  
 性格異常、行為障害等の有無及びそれが与える家庭暴力との因果関係の有無をみて、嗜  
 癖治療、精神治療、心理療法あるいはその他治療・療法の受けるか否かについて、対象  
 者を鑑定し、並びに、処遇計画の提案書を作成する。  
12 裁判所は、対象者の関係資料を送り、書面鑑定者に進行を嘱託する。防止センターは、  
 ただちに鑑定人を指定して書面審査を進行させ、処遇計画の提案書を作成する。  
13 警察機関は、対象者が鑑定の暫時保護令を受けたときは、確実に遵守させるものとす  
 る。  
14 防止センターは、鑑定の日から起算して七日以内に、処遇計画の提案書を嘱託裁判所  
に送付する。  
第三章 加害者処遇計画  

15 加害者で裁判所の裁定によって処遇計画の完遂を命じられた者は、裁定による所定期  
日までに指定の警察機関に出頭し、処遇計画の執行日程を受け取る。  

  防止センターは、前項の裁定を受けた後、直ちに適当な執行機関及び治療あるいは療  
法の開始期日を調整し、並びに、警察機関、執行機構、被害者及びその弁護人あるいは  
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保護観察を執行する地方検察署に通知する。  
  加害者が前二項の期日に出頭しなかった場合は、警察機関あるいは執行機構がただち  
に防止センターに通知する。  

16 執行機構は、加害者処遇計画を執行するときは、適当な治療あるいは療法の計画を検  
討するものとする。  

17 執行機構が加害者処遇計画の延長、その期間の短縮あるいは内容の変更の必要を認め  
た場合は、理由及び提案意見を明らかにして、防止センターに通知するものとする。  

18 防止センターが前項の通知を受け取ったら、ただちに当事者及び被害者に通知し、本  
法第 14 条第 2 項の規定により、裁判所に対し解除あるいは処遇計画の変更を請求するも  
のとする。  

19 加害者で処遇計画を受ける意志があり、かつ、主管機関が調査して経済的に困難であ  
ると認定した者は、規定により、地方政府に処遇計画の一部費用の補助を申請すること  
ができる。  

20 加害者がおどしをしたり、暴力を振るったり、あるいは治療や療法計画を遵守しない  
場合は、執行機構がただちに書面をもって防止センターに通知するものとする。  

21 執行機構の通知を受けた防止センターは､加害者に本法第 46 条第 2 項所定の状況があ  
り、あるいは、規定に依らない処遇計画の受療あるいは時数不足の受療があるときは、  
ただちに警察機関あるいは地方検察所に通知するものとする。  

22 処遇計画が完了した加害者については、執行機構は十日以内に執行状況を防止センタ  
一に通知するものとする。  
第四章 附則  

23 加害者処遇計画の業務を実施する防止センターは、専任の人員を置き、連絡の責任を  
負い、協調し、個別事案の資料を編纂する。  

   前項の専任人員の氏名、連絡電話を、裁判所、地方検察署、警察機関及び執行機構に  
知らせるものとする。  

   加害者処遇計画を実施する執行機構は、連絡担当者を置き、防止センターに知らせる  
ものとする。  

24 本法第 30 条第 2 項及び第 31 条の規定により保護観察処分で処遇計画を受ける加害者  
に本規範の規定を準用する。  
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台北市立家庭暴力及び性的侵害防治センターによる「家庭暴力加害者に対する処遇計画」

への介入・移送プロセスについての説明及び執行の心得 

 

壱、依拠: 

一ヽ家庭暴力防治法。 

二ヽ行政院衛生署 2001 年 2 月 1 日衛署医宇第 0900005653 号公文による修正･発布の 

   「家庭暴力加害者に対する処遇計画規範」。 

三ヽ内務省(台湾で内政部と称す)によって定められた「各直轄市、県・市政府(地方 

  公共団体 )は家庭暴力に係る相手方に対する鑑定並びに加害者に対する処遇計画の 

  業務について連携を図りながら取り扱うに供する参考用プロセス」。 

四ヽ内務省 2001 年 10 月 8 日付け「家庭暴力加害者に対する処遇計画がいまだ達成さ 

  れていない件への対処に関する検討会議」における決議。 

五ヽ台湾士林地方裁判所と台北市立家庭暴力及び性的侵害防治センター(以下、「家庭 

  暴力防治センター」と略称する)とによる加害者鑑定計画の処理協議に関する会議 

  の通知書。 

 

弐、プロセスについての説明及び執行の心得 

一、相手方に対する審理前の鑑定 

(一) 家庭暴力防治センターは、裁判所の委託により、鑑定チームの人員を配置 

        し順番を決め、相手方に対して処遇計画を施す必要性がある否かについて 

        鑑定を行なう。 

    (二) 鑑定に要する関係書類・フォーム用紙(空白の鑑定報告書、観測評定表や 

        アンケートの指定用紙、法律相談などに関する宣伝用パンフレットなど)、 

        ビデオテープ､権力制御に関する観測用教具(配分カードを含むもの)は、 

        家庭暴力防治センターによって提供される。裁判所側は、それらの書類・ 

        フォーム用紙を、鑑定を行なう当日に、鑑定の場所に置き鑑定の使用に供 

        すことに協力する。 

   (三)  鑑定を行なう当日には､裁判所側は､鑑定の場所を飾りつけ､標示を備え、 

        ビデオカメラ・テレビ・ホワイトボードなどの道具を提供し且つ操作し、 

        鑑定を受ける者の到着を受け付け、鑑定現場の安全を維持し、湯茶と弁当 

        を用意することなどに協力する。 

   (四)  裁判所側は、鑑定日の 5 日前に、鑑定(書面による鑑定を含むこと)を受 

        ける日取りの相手方の資料(保護命令の申立書の写し、警察機関が家庭暴 

        力事件を処理した調査記録表と現場報告表との写し、被害者の負傷診断証 

        明書の写し、相手方の前科記録などを含むもの)を公文書で鑑定チームの 

        人員に送付し、副本で家庭暴力防治センターにも通知すべし。 
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   (五) 鑑定を済ましてから 3 日以内に、鑑定チームの人員は、鑑定を受けた相手 

     方に対する鑑定報告書、鑑定費用にかかる請求書と領収書などの資料を家 

        庭暴力防治センターに送付すべし。鑑定を受けた者に係る原案資料は、鑑 

        定人員が責任をもって自主的にそれを焼却すること。 

   (六) 家庭暴力防治センターは、鑑定チームの人員によって送達されてきた家庭 

        暴力に係る相手方に対する鑑定報告書を受け取ってから、いまだ指定時間 

        の通りに鑑定を受けなかった加害者のリストを合わせて、参酌として、7 

        日以内に公文書で裁判所へ送付し得る。 

   (七) 鑑定チームの人員が鑑定を行なう費用については、家庭暴力防治センター 

        が予算を組みそれを支弁する。 

二ヽ加害者に対する後続処遇 

(一) 家庭暴力防治センターは、保護命令の裁定書を受け取ってから、処遇計画 

       の内容を点検し、早急に介入・移送の業務を成し遂げるべし。 

     1.個案の診療にかかる記録､距離の遠近などをはかりにかけて､適当な委託の執行機構を選ぶ。 

     2.執行機構に連絡を入れて、一回目の治療(補導)の時間･期日を手配する。 

     3.執行機構は､家庭暴力防治センターからの連絡を受け取ってから､原則として､3 日以内に治療(補導) 

     の時間･期日、治療(補導)の担当者､連絡員をもって返答する。 

(二) 家庭暴力防治センターは、執行機構を確認してから、公文書で(「台北市家 

        庭暴力加害者に対する処遇計画の実施プロセス」、家庭暴力防治法などを同 

        封して)執行機構へ治療を受けに赴くように加害者に通知し、さらに副本 

        で執行機構(保護命令、処遇計画建議書、個案に関する記録表などを同封 

        すること)、警察機関(加害者の到着、執行の詳細などを返答するようと願 

        う趣旨を含むこと)、地方検察署、被害者などにも通知する。当該通知の公 

        文書は、加害者が警察機関に到着すべき期日の 3 日前までに送達されるこ 

        と。 

(三) 加害者が一回目の治療補導に応じなかった場合には、執行機構は、10 日以 

        内に「家庭暴力加害者が執行機構への到着/未到着である通知書」(添附書 

        類一)をもって家庭暴力防治センターに通知すべし。(時効をよく把握する 

        ために、ファクシミリで送信してから通知書を送付すること｡) 

(四) 家庭暴力防治センターは、執行機構からの「加害者未到着通知書」を受け 

        取ったら、当該執行機構の通知資料を備えて公文書で警察機関に対処する 

        ようと願うことを通知し、副本で執行機構、被害者、検察機関(加害者が 

        仮釈放を許されている者である場合)に通知すること。 

(五) 家庭暴力加害者に対する一回目の治療補導が評定されてから、執行機構は、 

        治療補導の後続計画(日程、頻度、治療のテーマ・方向など)を立てて、 

        さらに「家庭暴力加害者が執行機構への到着/未到着である通知書」をも 
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って 1 ケ月以内に家庭暴力防治センターに送付し通知すること。 

(六) 家庭暴力防治センターは、執行機構によって立てられた治療補導の後続計 

      画を受け取ったら、公文書で裁判所に通知すること。 

(七) 加害者に対する処遇が行なわれている途中、特殊な事情(たとえば、恐喝 

      したり、暴力を振ったり、計画を遵守しなかったりする行為があるか、そ 

      れども、規定に応じないで処遇計画を受けようとしなかったり、受けたと 

      しても時限が足りなかったりとするか、または治療の期間を延長するか短 

      縮するか若しくは処遇内容を変更するかという必要があると評定されたこ 

      となど)が起きた時、執行機構は、速やかに「家庭暴力加害者特殊事情通 

      知書」(添附書類二)をもって家庭暴力防治センターに通知すべし。(時効 

      をよく把握するために、ファクシミリで送信してから通知書を送付するこ 

      と｡) 

(八) 治療補導の期間中に加害者が規定に応じないで処遇計画を受けようとしな 

      かったり、受けたとしても時限が足りなかったりとする場合､執行機構は、 

      治療と補導を受けることに戻してほしいという連絡を加害者に対して強化 

      すべし。二回の連絡を経て加害者が依然として到着しない場合には、規定 

      により連絡記録などの関係資料を同封して家庭暴力防治センターに通知す 

      る。加害者には明らかに処遇計画を達成できない事情がある場合、通知書 

      を送付する前に、加害者に対する処遇計画がいまだ達成されていない部分 

      をよくチェックしたうえ、相手方が既に処遇を受けた回数や、処遇計画が 

      達成されるまでの所要時間や、処遇計画を執行した際の加害者の到着署名 

      および連絡記録などの資料を通知書に付け加えて詳しく説明すること。 

(九) 家庭暴力防治センターは、加害者には恐喝したり、暴力を振ったり、計画 

      を遵守しなかったりする行為があるか、それども、規定に応じないで処遇 

      計画を受けようとしなかったり、受けたとしても時限が足りなかったりと 

      するとの通知を執行機構から受け取った場合、公文書で警察機関に対処す 

      るようと願うことを通知し、副本で執行機構、被害者、検察機関(加害者 

      が仮釈放を許されている者である場合)にも通知し、さらにそれをもって 

      当件に結末をつけること。 

(十) 家庭暴力防治センターは、加害者には治療の期間を延長するか短縮するか 

      若しくは処遇内容を変更するかという必要があるとの通知を執行機構から 

      受け取った場合、裁判所へ裁定を変更するようと申し立てることを公文書 

      で当事者、被害者、検察機関(加害者が仮釈放を許されている者である場 

      合)に通知すること。(ただし、当該変更の中立が裁定される前に、依然と 

      して元の保護命令の決定事項により処理すべし｡) 

(十一)   家庭暴力の加害者が処遇計画に達成した後に、執行機構は 10 日以内 
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     に「家庭暴力加害者処遇計画達成報告書」(添附書類三)をもって家庭暴力 

     防治センターに通知すべし。(ファクシミリで送信してから書類を送付する 

     こと｡) 

(十二)  家庭暴力防治センターは、執行機構から「家庭暴力加害者処遇計画達 

成報告書」を受け取ったら、公文書で被害者、検察機関(加害者が仮釈放 

     を許されている者である場合)に通知し、さらにそれをもって当件に結末 

     をつけること。 

(十三)  執行機構は、2 ヶ月ごとに加害者の治療(補導)の記録表を備えて、 

     参考・保管に供すために家庭暴力防治センターヘ送付すること。
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２ 統計資料  
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